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1.  22年11月期の連結業績（平成21年12月1日～平成22年11月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年11月期 9,949 10.9 383 26.3 345 40.1 67 ―
21年11月期 8,974 1.0 303 ― 246 ― △925 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年11月期 2.64 ― 3.3 5.7 3.9
21年11月期 △40.26 ― △42.8 3.9 3.4
（参考） 持分法投資損益 22年11月期  ―百万円 21年11月期  △29百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年11月期 6,858 2,373 34.6 82.41
21年11月期 5,339 1,709 31.7 73.71
（参考） 自己資本   22年11月期  2,370百万円 21年11月期  1,694百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年11月期 424 △323 733 1,631
21年11月期 827 △153 △1,062 796

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年11月期 

（予想）
― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年11月期の連結業績予想（平成22年12月1日～平成23年11月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

4,948 25.3 △62 ― △81 ― △247 ― △8.58

通期 12,062 21.2 488 27.4 461 33.6 226 237.3 7.85
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注) 詳細は、22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、38ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年11月期 28,962,000株 21年11月期 23,181,000株
② 期末自己株式数 22年11月期  193,633株 21年11月期  192,561株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年11月期の個別業績（平成21年12月1日～平成22年11月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

 
2. 23年11月期の個別業績予想（平成22年12月１日～平成23年11月30日） 
当社グループは、個別情報の重要性を踏まえ、投資情報として重要性が大きくないと判断できるため、平成23年11月期の個別業績予想の開示を行わない
方針であります。 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年11月期 229 △15.3 △20 ― △41 ― 69 ―
21年11月期 270 △12.8 △84 ― △72 ― △1,223 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

22年11月期 2.75 ―
21年11月期 △53.23 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年11月期 2,535 1,734 68.3 60.22
21年11月期 2,278 1,122 49.1 48.69
（参考） 自己資本 22年11月期  1,732百万円 21年11月期  1,119百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件等については、３ページ「1. 経営成績 (1)経営成績に
関する分析」をご参照ください。 
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 当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費の持ち直しや企業収益の改善などにより、景気は回

復基調で推移したものの、依然として雇用・所得環境の改善が進まず、国内経済は先行不透明な状況で

推移しております。 

 このような経済状況の中、当社グループは収益性をさらに強化し、経営基盤をより強固なものとする

ため、中核事業である登山用品販売事業に資源を集中し、伝統と信頼ある『好日山荘』ブランドの普

及、積極的な新規出店や移転・改装などの設備投資、登山用品販売と連携する新規業態での販売体制の

導入、関東地区の販売強化、ウェブサイトの抜本的なリニューアル、新販売在庫管理システムによる業

務効率化と在庫管理強化、コーポレート・ガバナンスの充実による経営と統制の強化などの諸施策を推

進してまいりました。 

 当連結会計年度においては、次期に、より積極的な店舗のスクラップ＆ビルドを行うため、店舗資産

の除却に伴う退店損失引当金や持株会社が保有する賃貸用不動産の減損損失を計上しましたが、売上

高、利益とも前年同期を上回った結果となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高9,949百万円（前年同期比10.9％増）、営業利益383百

万円（前年同期比26.3％増）、経常利益345百万円（前年同期比40.1％増）、当期純利益67百万円（前

年同期当期純損失925百万円）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、つぎのとおりであります。 

① 登山用品販売事業 

 登山用品販売事業におきましては、業界全体としては従前より続いている富士登山ブームに加え、各

種メディアにおいて「山ガール」として取り上げられている、20代後半から40代の女性を中心とした登

山者の増加等、追い風となる要因もありましたが、他業種からの参入、国内経済の不透明感等により業

界全体としては厳しい環境となりました。 

 このような状況の中、当連結会計年度におきましては、川西店（平成21年12月４日）、福岡パルコ店

（平成22年３月16日）、ララスクエア宇都宮店（平成22年３月19日）、浦和パルコ店（平成22年７月２

日）の４店舗を新設いたしました。また、新規業態での販売体制として西日本最大級のクライミングジ

ム『グラビティリサーチ』を併設した神戸本店(平成22年４月)を含む６店舗を移転新設、その他既存店

舗においては３店舗をリニューアルし販売力を強化しております。ウェブ販売においては、平成22年７

月に『好日山荘ウェブショップ本店』を立ち上げ、リアル店舗で培った販売分析を基に、ウェブショッ

プと店舗の連携を積極的に実施し、販売強化を図り、ウェブショップの更なる充実を目指しておりま

す。 

 また東京支社を開設し、取引先・メディアに対し『好日山荘』ブランドへの理解と認知度の向上に努

めるとともに、新聞広告等を実施することによって関東地区における知名度の向上を図りました。 

 業務面では、前期中に導入した販売在庫管理システムを活用し、一部商品において店舗在庫の定番化

を実施し、効率化を図っております。 

 以上の諸施策を実施した結果、売上高は9,886百万円（前年同期比21.0％増）となりました。利益面

につきましては設備投資による経費の増加等により、営業利益493百万円（前年同期比9.7％減）と前年

同期を下回っておりますが、新規出店店舗・移転店舗は概ね計画通りに推移しており今後の当社の利益

に大きく貢献していく見込みであります。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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② 不動産事業 

 不動産事業におきましては、前期中に不動産事業を営む子会社を売却したことにより、持株会社の保

有資産の賃貸等による収入のみとなり、セグメント間の内部売上高も含め売上高72百万円（前年同期比

91.3％減）と前期を下回りましたが、利益面では、営業利益39百万円（前年同期営業利益１百万円）と

増加する結果となりました。 

③ その他事業 

 その他事業におきましては、セグメント間の内部売上高も含め売上高157百万円（前年同期比29.4％

増）、営業利益125百万円（前年同期比20.0％増）と増加する結果となりました。 

  

【次期の見通し】 

 登山用品販売事業においては、登山関連の市場は引き続き安定していると予測しております。また、当連

結会計年度に４店舗の新規出店、９店舗の移転およびリニューアルを実施したことによる収益増や、今後予

定している新規出店・店舗移転・リニューアルによる増収も見込めるものと予想しております。当事業は、

登山やトレッキングブームに合わせた新規顧客の開拓や積極的な事業拡大、知名度アップ、競合店との差別

化などの施策を推進し、登山専門店のリーディングカンパニーとしての地位を確立したいと考えておりま

す。次期における当事業の売上高は11,949百万円（前年同期比20.9％増）、営業利益は550百万円（前年同

期比11.6％増）を見込んでおります。 

 不動産事業につきましては、保有資産の賃貸等を主とした有効活用を継続的に行ってまいります。また、

その他事業につきましては、引き続き子会社の管理等業務を行ってまいります。 

 平成23年11月期の業績見通しにつきましては、売上高12,062百万円（前年同期比21.2％増）、営業利益

488百万円（前年同期比27.4％増）、経常利益461百万円（前年同期比33.6％増）、当期純利益226百万円

（前年同期比237.3％増）を見込んでおります。 

 なお、業績見通しには、資産除去債務に関する会計基準の適用に伴う特別損失の計上を見込んでおりま

す。適時開示規則に基づき開示が必要となった場合には速やかに開示いたします。 
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① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産）  

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、1,481百万円増加し、4,061百万円となりました。これは主と

して現金及び預金が861百万円、たな卸資産が521百万円増加したことなどによるものであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、37百万円増加し、2,796百万円となりました。これは主とし

て投資有価証券が90百万円減少しましたが、建物及び構築物が143百万円増加したことなどによるもので

あります。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、28.4％増加し、6,858百万円となりました。 

（負債）  

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、504百万円増加し、3,493百万円となりました。これは主とし

て１年内返済予定の長期借入金が170百万円、訴訟損失引当金が200百万円減少しましたが、支払手形及び

買掛金が649百万円、営業外支払手形が160百万円増加したことなどによるものであります。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、349百万円増加し、991百万円となりました。これは主として

長期借入金が149百万円、社債が200百万円増加したことなどによるものであります。 

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、23.5％増加し、4,484百万円となりました。 

（純資産）   

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、664百万円増加し、2,373百万円となりました。これは主

に、新株式発行により資本金が271百万円、資本剰余金が271百万円増加したことなどによるものでありま

す。 

  

② キャッシュ・フローの状況  

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前連結会計年度末に比

べ834百万円増加し、当連結会計年度末には1,631百万円となりました。  

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動の結果得られた資金は424百万円となりました。 

 これは主に、たな卸資産の増加額521百万円等があったものの、税金等調整前当期純利益82百万円や仕

入債務の増加額649百万円等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）   

投資活動の結果使用した資金は、323百万円となりました。 

 これは主に、敷金及び保証金の回収による収入330百万円があったものの、有形及び無形固定資産の取

得による支出345百万円、敷金及び保証金の差入による支出268百万円等があったことによるものでありま

す。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、733百万円となりました。 

 これは主に、長期借入金の返済による支出981百万円等があったものの、長期借入れによる収入960百万

円や株式の発行による収入535百万円があったことによるものであります。 

  

(2) 財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い  

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。  

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。また、利払いについては、

キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。 

  

当社グループは、中長期的な会社の経営戦略に基づく積極的な事業展開のために、株主資本の増加・

充実を図りつつ、株主の皆様に安定的に適正な利益還元を継続的に行うことを利益配分の基本方針とし

ております。  

 しかしながら、前期までに多額の当期純損失の計上を余儀なくされることとなったため、誠に遺憾な

がら、無配とさせていただきます。 

 次期の配当につきましても、内部留保を行い、財務体質を改善するため無配とさせていただく予定で

すが、早期の復配に向けてグループ一丸となって努力をしてまいります。 

  

平成18年11月期 平成19年11月期 平成20年11月期 平成21年11月期 平成22年11月期

自己資本比率 34.3 39.1 35.4 31.7 34.6

時価ベースの自己資本比率 76.8 56.0 40.5 33.4 38.0

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

290.1 ― ― 1.6 3.6

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

10.2 ― ― 26.2 13.1

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループの経営成績、財政状態および株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のよう

なものがあります。 

① 金利変動について  

 当社グループの金融機関からの借入には、変動金利による借入が含まれており、これに係る支払利息

は金利動向の影響を受けます。金利変動が財政状態および経営成績に及ぼす影響を軽減するために、一

部については金利スワップ契約によりヘッジをしておりますが、大幅な金利の上昇等は財政状態および

経営成績に影響を与える影響があります。  

② 個人情報 

 当社グループは、様々な顧客サービスやダイレクトメールによる販売促進を実施するため、多くの顧

客情報を取り扱っております。当社グループとしましては、コンプライアンス規程の充実を図り、社内

教育を行う等の顧客情報の管理に努めてまいりますが、今後顧客情報流出等が起こった場合、経営成績

に影響を与える可能性があります。  

③ 天候について 

 当社グループは、登山用品およびアウトドア用品の販売を主な事業としておりますが、いずれの事業

も天候による売上高への影響は多大であります。そのため、冷夏、暖冬等の異常気象や豪雨、台風によ

る自然環境およびフィールド条件の悪化等は、経営成績に影響を与える可能性があります。 

④ 出店政策について 

 当社グループは、登山用品販売事業において有望な市場への積極的な出店を予定しております。しか

し、当社グループが、現在に至るまで出店していなかった地域も含まれているため、商圏、市場、競合

の状況等について充分な調査を行うとはいえ、認知度の向上による顧客の増加、地域性に合った品揃え

の充実による販売力の向上等を達成できるまでの期間、予定どおりの売上高を確保できない場合があ

り、経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

当社グループは、前連結会計年度において重要な当期純損失を計上しており、当該事象による継続企

業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象または状況が生じておりましたが、当連結会計年

度において当期純利益が計上されたこと、および平成22年７月16日付け第三者割当増資により財務体質

が改善されたことで、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象または状況は解消さ

れております。 

  

  

(4) 事業等のリスク

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等
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 当社グループは、持株会社である当社および登山用品の販売事業を行う株式会社好日山荘により構成さ

れ、登山用品販売事業を主要な事業としております。  

 当連結会計年度における、各事業セグメントに係る主な事業の変更と主要な関係会社の異動は、次のとお

りであります。 

（1）登山用品販売事業 

   主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動はありません。 

（2）不動産事業 

主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動はありません。  

（3）その他事業 

当部門においては、主に連結子会社の管理等を行っております。 

  

企業集団についての事業系統図はつぎのとおりであります。 

  

 

○印は、連結子会社であります。 

  

※当連結会計年度において、筆頭株主であるジャパンファインアーツ株式会社及びその親会社である株式会

社テラ・ブレインズは、当社が第三者割当増資を実施したことに伴い所有株式数の割合が減少したこと、ま

た、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場における「非上場の親会社等の取扱い」の範囲が変更となったことに

より、非上場の親会社等の情報開示義務がなくなったため、両社の記載をしておりません。 

  

2. 企業集団の状況
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当社グループは、「すべてのグループ会社・店舗および社員が常に時代に適応した進化を遂げ、お客

様や社会に愛され支持される企業グループとなる」ことを企業理念としております。この理念に基づく

経営方針は以下のとおりであります。  

 ① 常に地球環境を意識し、「EconomyとEcologyの調和」に貢献します。  

 ② レジャーを通じて、豊かなライフスタイルを提案します。  

 ③ 活力ある組織から、常に新たな価値を創造します。  

 ④ 透明かつ誠実な経営に努め、信頼される企業グループを目指します。  

 ①から④を実現することにより、顧客満足度の充足を限りなく高め、企業活動の成果である企業価値

の向上を図ることにより、当社グループを支持していただいている株主・顧客・取引先の皆様の期待に

お応えしていくことを目標としております。 

  

当社グループは、経営資源の最適配分と時代に適応した機動力のある経営を実現することにより、収

益性、資本効率性の向上を追求します。経営指標としてROE 15％を目標としております。 

  

① 伝統と信頼ある「好日山荘」ブランドの普及に努め、販売網の再構築と、更なるバリューアップを

図ります。  

② 新たなサービスやイベントの提案、高付加価値商品の提供などを通じて、登山用品販売事業の顧客

層拡大と顧客満足度の最大化に努力します。  

③ 当社登山関連事業を補完する事業提携により、経営資源の有効活用および事業シナジーを追及し、

コージツグループの事業拡大を推進します。 

④ コーポレート・ガバナンスの充実を図り、スピードある経営と統制の強化を両立し、常に進化を続

ける企業グループを目指します。 

  

登山用品販売事業におきましては、好日山荘ブランドの強化や販売チャネルの再構築による集客力の

向上、新規顧客層の獲得による売上増加、コスト見直しによる利益率改善などを通じて、継続的な収益

拡大を目指してまいります。  

 また、持株会社体制のもと、今後も以下の諸施策を推進し、登山用品販売事業を軸に迅速かつ積極的

な事業展開を行い、コージツグループの企業価値向上に努めてまいります。 

① 登山用品店の新設および移転新設 

② 東京を中心とした関東地区の販売強化 

③ 自社のウェブサイトにおける通信販売システムの確立と情報サイトの確立 

④ 商品の定番化による在庫管理強化・業務効率向上 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※３ 816,154 ※３ 1,677,929

売掛金 146,123 188,397

たな卸資産 ※１ 1,275,616 ※１ 1,796,992

繰延税金資産 117,051 178,240

その他 278,907 220,475

貸倒引当金 △53,308 △453

流動資産合計 2,580,544 4,061,581

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※３ 1,268,765 ※３ 1,438,973

減価償却累計額 ※２ △850,991 ※２ △878,090

建物及び構築物（純額） 417,774 560,882

工具、器具及び備品 337,618 465,742

減価償却累計額 ※２ △211,629 ※２ △265,115

工具、器具及び備品（純額） 125,989 200,626

土地 ※３ 1,285,595 ※３ 1,211,841

その他 2,772 2,949

減価償却累計額 ※２ △2,556 ※２ △2,783

その他（純額） 216 165

有形固定資産合計 1,829,575 1,973,515

無形固定資産

電話加入権 6,738 6,738

ソフトウエア 107,091 89,937

無形固定資産合計 113,830 96,675

投資その他の資産

投資有価証券 ※５ 90,862 －

長期貸付金 414,856 414,856

繰延税金資産 1,139 212

敷金及び保証金 ※３ 721,631 726,101

長期未収入金 666,124 662,379

その他 2,910 －

貸倒引当金 △1,081,928 △1,077,235

投資その他の資産合計 815,595 726,314

固定資産合計 2,759,001 2,796,506

資産合計 5,339,546 6,858,087
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
(平成22年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,515,432 2,164,960

短期借入金 － ※３ 25,000

1年内返済予定の長期借入金 ※３ 725,052 ※３ 554,078

未払法人税等 37,591 38,269

未払費用 320,874 403,565

役員賞与引当金 2,213 3,441

ポイント引当金 35,596 44,620

訴訟損失引当金 200,000 －

偶発損失引当金 47,772 59,549

その他 104,470 200,105

流動負債合計 2,989,002 3,493,590

固定負債

社債 － 200,000

長期借入金 ※３ 586,556 ※３ 736,288

その他 54,743 54,918

固定負債合計 641,299 991,206

負債合計 3,630,302 4,484,796

純資産の部

株主資本

資本金 1,821,160 2,092,867

資本剰余金 906,000 1,177,707

利益剰余金 △927,690 △860,649

自己株式 △39,010 △39,098

株主資本合計 1,760,459 2,370,827

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △65,998 －

評価・換算差額等合計 △65,998 －

新株予約権 3,192 2,464

少数株主持分 11,590 －

純資産合計 1,709,244 2,373,291

負債純資産合計 5,339,546 6,858,087

- 11 -



(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
 至 平成22年11月30日)

売上高 8,974,171 9,949,506

売上原価 ※２ 5,720,611 ※２ 6,070,792

売上総利益 3,253,559 3,878,713

販売費及び一般管理費 ※１ 2,949,586 ※１ 3,494,785

営業利益 303,973 383,928

営業外収益

受取利息 735 8,533

受取配当金 － 2,662

雑収入 15,393 3,789

その他 561 －

営業外収益合計 16,689 14,985

営業外費用

支払利息 32,060 33,368

持分法による投資損失 29,898 －

株式交付費 － 8,181

雑損失 8,272 7,436

その他 3,864 4,504

営業外費用合計 74,095 53,492

経常利益 246,567 345,422

特別利益

過年度損益修正益 － ※３ 38,799

関係会社株式売却益 331,881 －

訴訟損失引当金戻入額 － 17,001

償却債権取立益 － 7,100

その他 22,533 5,262

特別利益合計 354,415 68,164

特別損失

減損損失 ※５ 75,421 ※５ 73,754

固定資産廃棄損 ※４ 11,922 －

関係会社株式売却損 － 112,604

偶発損失引当金繰入額 43,822 106,938

貸倒引当金繰入額 1,086,070 －

貸倒損失 583 －

訴訟関連費用 213,256 －

その他 17,304 ※４ 37,461

特別損失合計 1,448,381 330,758

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失
（△）

△847,398 82,828

法人税、住民税及び事業税 80,215 76,048

法人税等調整額 △17,155 △60,261

法人税等合計 63,060 15,786

少数株主利益 15,042 －

当期純利益又は当期純損失（△） △925,502 67,041
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,821,160 1,821,160

当期変動額

新株の発行 － 271,707

当期変動額合計 － 271,707

当期末残高 1,821,160 2,092,867

資本剰余金

前期末残高 906,000 906,000

当期変動額

新株の発行 － 271,707

当期変動額合計 － 271,707

当期末残高 906,000 1,177,707

利益剰余金

前期末残高 △2,188 △927,690

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △925,502 67,041

当期変動額合計 △925,502 67,041

当期末残高 △927,690 △860,649

自己株式

前期末残高 △38,802 △39,010

当期変動額

自己株式の取得 △208 △87

当期変動額合計 △208 △87

当期末残高 △39,010 △39,098

株主資本合計

前期末残高 2,686,169 1,760,459

当期変動額

新株の発行 － 543,414

当期純利益又は当期純損失（△） △925,502 67,041

自己株式の取得 △208 △87

当期変動額合計 △925,710 610,367

当期末残高 1,760,459 2,370,827
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

評価・換算差額等

為替換算調整勘定

前期末残高 △50,482 △65,998

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15,515 65,998

当期変動額合計 △15,515 65,998

当期末残高 △65,998 －

評価・換算差額等合計

前期末残高 △50,482 △65,998

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15,515 65,998

当期変動額合計 △15,515 65,998

当期末残高 △65,998 －

新株予約権

前期末残高 13,300 3,192

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,108 △728

当期変動額合計 △10,108 △728

当期末残高 3,192 2,464

少数株主持分

前期末残高 17,409 11,590

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,818 △11,590

当期変動額合計 △5,818 △11,590

当期末残高 11,590 －

純資産合計

前期末残高 2,666,396 1,709,244

当期変動額

新株の発行 － 543,414

当期純利益又は当期純損失（△） △925,502 67,041

自己株式の取得 △208 △87

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △31,442 53,679

当期変動額合計 △957,152 664,047

当期末残高 1,709,244 2,373,291
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△847,398 82,828

減価償却費 187,184 218,177

減損損失 75,421 73,754

偶発損失引当金の増減額（△は減少） 9,011 50,602

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 200,000 △200,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,083,812 △766

ポイント引当金の増減額（△は減少） 2,630 9,023

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,919 －

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21,854 1,228

受取利息及び受取配当金 △758 △11,196

支払利息 32,060 33,368

持分法による投資損益（△は益） 29,898 －

固定資産廃棄損 11,922 1,592

関係会社株式売却損益（△は益） △331,881 112,604

売上債権の増減額（△は増加） 67,801 △42,274

たな卸資産の増減額（△は増加） 610,543 △521,376

未収入金の増減額（△は増加） 12,789 △55,154

仕入債務の増減額（△は減少） △57,790 649,527

未払費用の増減額（△は減少） △49,489 48,984

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,801 △18,688

その他 △63,536 279,063

小計 936,646 711,300

利息及び配当金の受取額 758 11,069

利息の支払額 △31,647 △32,412

法人税等の支払額 △77,771 △82,171

訴訟関連損失の支払額 － △183,098

営業活動によるキャッシュ・フロー 827,985 424,686

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △300,237 △345,175

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

※２ △3,532 △28

敷金及び保証金の差入による支出 △72,730 △268,506

敷金及び保証金の回収による収入 166,892 330,913

建設協力金の回収による収入 20,442 －

預り保証金の返還による支出 △28,730 △15,325

預り保証金の受入による収入 26,876 －

貸付けによる支出 － △170

貸付金の回収による収入 30,510 70

その他 7,502 △25,406

投資活動によるキャッシュ・フロー △153,007 △323,628
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △650,000 25,000

長期借入れによる収入 750,000 960,000

長期借入金の返済による支出 △1,147,914 △981,242

社債の発行による収入 － 200,000

自己株式の取得による支出 △208 △87

配当金の支払額 △284 △260

株式の発行による収入 － 535,232

その他 △14,175 △4,725

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,062,582 733,917

現金及び現金同等物に係る換算差額 △351 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △387,955 834,974

現金及び現金同等物の期首残高 1,184,032 796,076

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 796,076 ※１ 1,631,051
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該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に関する注記】
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(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数     ２社

主要な連結会社の名称

  株式会社好日山荘  

中華資源集團有限公司

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数     １社

主要な連結会社の名称

  株式会社好日山荘 

 

  なお、カーネル・キャピタル株式会

社については当連結会計年度において

全株式を売却したため連結の範囲から

除いております。

なお、中華資源集團有限公司につい

ては当連結会計年度において全株式を

譲渡したため連結の範囲から除いてお

ります。

２ 持分法の適用に関する事

項

（１）持分法を適用した関連会社の数

１社

主要な会社の名称

  SONIX THAI CORPORATION CO.,LTD

当連結会計年度において中華資源集

團有限公司の全株式を譲渡したため、

同社の関連会社であるSONIX  THAI 

CORPORATION CO.,LTDを持分法の適用

の範囲から除いております。（２）当連結会計年度においてカーネ

ル・キャピタル株式会社の全株式を売

却したため、同社の関連会社であるカ

ーネルミッドウェイ合同会社を持分法

の適用の範囲から除いております。

（３）持分法適用会社のうち、事業年

度が連結会計年度と異なる会社につい

ては、各社の事業年度に係る計算書

類、もしくは四半期決算数値を使用し

ております。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の事業年度の末日は、中

華資源集團有限公司が９月30日であ

り、中華資源集團有限公司以外の連結

子会社の事業年度の末日は、当社の連

結会計年度の末日と一致しておりま

す。また、連結決算日との間に生じた

重要な取引については連結上必要な調

整を行っております。

 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。

４ 会計処理基準に関する事

項

（１）重要な資産の評価基準及び評価

方法

（１）重要な資産の評価基準及び評価

方法

① 有価証券

  その他有価証券

  時価のあるもの

  連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定)

① 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの

同左

  時価のないもの

  移動平均法に基づく原価法

  時価のないもの

同左

② たな卸資産 ② たな卸資産

 原価法  
 (収益性の低下による簿価切下の方法）

同左

a 商品 

  先入先出法による原価法

b 販売用不動産 

  個別法による原価法

c 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

（２）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

（２）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

  定率法

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 ８年～47年

構築物 10年～30年

工具、器具及び備品 ３年～15年

車両運搬具 ５年～６年

① 有形固定資産(リース資産を除く)

同左

② 無形固定資産(リース資産を除く)

  定額法

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

② 無形固定資産(リース資産を除く)

同左

③ 長期前払費用 

  定額法

③ 長期前払費用

同左

④ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存

価格をゼロとして算定する方法によ

っております。

 なお、リース取引会計基準の改正

適用初年度開始前の所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

④ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

（３）重要な引当金の計上基準 （３）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権についは個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

 当社および当社国内連結子会社の

従業員の賞与支給に備えるために、

賞与支給見込額のうち当連結会計年

度に負担すべき額を計上しておりま

す。

―――

③ 役員賞与引当金

 一部の連結子会社は、役員に対し

て支給する賞与の支出に備えるため

に、役員賞与支給見込額のうち当連

結会計年度に負担すべき額を計上し

ております。

③ 役員賞与引当金

同左

④ 偶発損失引当金

 事業構造改善に伴い、今後発生が

見込まれる店舗閉鎖損などについて

合理的な見積もり額を計上しており

ます。

④ 偶発損失引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

⑤ ポイント引当金

 販売促進を目的とする「好日山荘

メンバーズカード」制度に基づき、

顧客へ付与したポイントの将来の利

用に備えるため、過去の利用実績率

により、将来利用されると見込まれ

る額を計上しております。

⑤ ポイント引当金

同左

⑥ 訴訟損失引当金

 今後訴訟の経過により発生する可

能性が高い補償コストなどについて

合理的な見積り額を計上しておりま

す。

―――

 

(４）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

(４）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。 

 なお、在外子会社等の資産および負

債、収益および費用は連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算しており

ます。

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。

（５）重要なヘッジ会計の方法 （５）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

 金利スワップ取引については、特

例処理の要件を満たしているため、

特例処理を採用しております。

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段・・・金利スワップ 

  ヘッジ対象・・・借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

 社内ルールに基づき、金利変動リ

スクをヘッジしております。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップ取引については、特

例処理を採用しているため、有効性

の評価を省略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

（６）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

（６）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

① 消費税等の処理方法

 消費税および地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。

 また、控除対象外消費税および地

方消費税は、当連結会計年度の費用

として処理しております。

① 消費税等の処理方法

同左

  

② 連結納税制度の適用

 連結納税制度を適用しておりま

す。

② 連結納税制度の適用

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

および容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなってお

ります。

同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

（会計方針の変更）

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

（リース取引に関する会計基準等）

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より、「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年６月17日（企業審議会第一部会）、平成19年３月

30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１

月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平

成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。  

 なお、当連結会計年度に与える影響額は軽微であり

ます。 

―――

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い）

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における

在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結

上必要な修正を行っております。  

 なお、当連結会計年度に与える影響額は軽微であり

ます。 

―――

（たな卸資産の原価配分方法の変更）

たな卸資産の商品については、従来、総平均法によ

る原価法(収益性の低下による簿価切下の方法)によっ

ておりましたが、新システム導入にあたり、たな卸資

産の原価配分方法を再度検討した結果、先入先出法に

よる原価法(収益性の低下による簿価切下の方法)がよ

り現状に適していると判断し当連結会計年度よりたな

卸資産の原価配分方法を変更しております。  

 なお、当連結会計年度に与える影響額は軽微であり

ます。 

―――

――― 

 

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21

号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会

計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26

日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改

正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７

号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基

準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年

12月26日）が平成21年４月１日以降開始する連結会計

年度において最初に実施される企業結合及び事業分離

等から適用することができることになったことに伴

い、当連結会計年度からこれらの会計基準等を適用し

ております。
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（表示方法の変更）

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

（連結損益計算書）

 前連結会計年度において、「偶発損失引当金戻入

益」（前連結会計年度1,770千円）として独立掲記して

おりましたが、金額が僅少となったため当連結会計年

度においては特別利益の「その他」に含めて表示して

おります。

 前連結会計年度において、「退店特別損失」（前連

結会計年度16,246千円）として独立掲記しておりまし

たが、当連結会計年度より「偶発損失引当金繰入額」

に含めて表示しております。

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に

含めて表示しておりました「受取配当金」（前連結会

計年度22千円）は、営業外収益の10/100を超えたた

め、当連結会計年度においては区分掲記することとし

ました。

 前連結会計年度において独立掲記しておりました特

別損失の「固定資産廃棄損」（当連結会計年度1,592千

円）および「訴訟関連費用」（当連結会計年度1,098千

円）は、金額が僅少となったため、当連結会計年度に

おいては特別損失の「その他」に含めて表示しており

ます。 
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（追加情報）

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

(訴訟の経過について) ―――

１.平成20年１月11日付で、東京地方裁判所に対し、

株式会社Sea Capital（代表者：代表取締役谷口雅之

住所：東京都港区新橋４丁目５番１号）を被告とし

て、債務不存在の訴訟を提起し、同日、平成20年

（ワ）第506号事件として受付されました。これに対

して、被告である株式会社Sea Capitalから、平成20

年２月15日付で反訴が提起され、第１回口頭弁論が平

成20年３月21日に東京地方裁判所第610号法廷で行わ

れました。

(1)訴訟を提起した経緯 

 当社元社員（元執行役員経理部長）が、東京都千代

田区所在の土地を対象とした売買契約書（平成19年７

月11日付）を偽造し売買契約を無権限で行いました。

当社は買主である株式会社Sea Capitalに対して当該

売買契約は当然に無効である旨を通知いたしました。

しかしながら、株式会社Sea Capitalは一方的に違約

金の支払いを請求し、当社銀行預金の一部に仮差押を

いたしましたので、当社は上記訴訟を提起いたしまし

た。 

(2) 訴訟の趣旨

 原被告間の平成19年７月11日土地売買契約の解除に

基づく金20億704万円の違約金支払債務を負担してい

ないことを確認する。

(3) 反訴の趣旨

 反訴原告（株式会社Sea Capital）に対し、20億704

万円およびこれに対する平成19年11月22日から支払済

みまで年６分の割合による金員を支払え。

(4) 被告の会社更生手続き開始 

 被告である株式会社Sea Capitalは、平成21年6月9

日付けで、東京地方裁判所にDIP型の会社更生法を申

請し、平成21年6月30日付で平成21年(ミ)第28号会社

更生事件として受付されました。

(5) 今後の見通し

  被告の会社更生手続き開始により中断していた訴訟

手続きは、平成21年10月16日に再開しております。顧

問弁護士等の意見のもとに、当社には違約金支払債務

は存在しないと確信しておりますが、本件訴訟を提起

してから長期間が経過していることや訴訟費用負担の

増加等を総合的に勘案した対応を行います。

(6) 当該訴訟に関連して当連結会計年度に発生した費

用は13,256千円となり、特別損失の訴訟関連損失に含

めております。また、訴訟損失引当金として200百万

円を計上しております。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年11月30日)

当連結会計年度 
(平成22年11月30日)

※１ たな卸資産の内訳

千円

商品 1,275,616

※１ たな卸資産の内訳

千円

商品 1,796,992

※２ 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めてお

ります。

※２          同左

 

 

※３ 担保提供資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

千円

建物 83,482

土地 1,286,071

定期預金 20,077

 保証金 200,000 

  計 1,589,631

   担保付債務は次のとおりであります。

千円

長期借入金 
(一年以内返済予定 
長期借入金を含む)

824,620

  計 824,620

 

※３ 担保提供資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

千円

建物 76,929

土地 1,211,839

定期預金 30,089

 計 1,318,858

   担保付債務は次のとおりであります。

千円

短期借入金 25,000

長期借入金
(一年以内返済予定 
長期借入金を含む)

848,028

 計 873,028

 ４ 当座貸越契約について

 当社グループは、設備投資および運転資金の効率

的な調達を行うために取引銀行と当座貸越契約を締

結しております。これらの契約に基づく当期末の借

入未実行残高は以下のとおりです。

千円

当座貸越契約総額 500,000

借入実行残高 ―

差引額 500,000

 ４ 当座貸越契約について

   当社グループは、設備投資および運転資金の効率

的な調達を行うために取引銀行と当座貸越契約を締

結しております。これらの契約に基づく当期末の借

入未実行残高は以下のとおりです。

千円

当座貸越契約総額 400,000

借入実行残高 ―

差引額 400,000

※５ 非連結子会社および関係会社に対するものは次の

とおりであります。

千円

投資有価証券(株式) 90,862
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。

千円

広告宣伝費 371,954

給与 762,878

地代家賃 666,332

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。

千円

広告宣伝費 508,047

給与 882,677

地代家賃 800,022

 

※２ 棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額は次の

とおりであります。        

千円

売上原価 17,815
 

※２ 棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額は次の

とおりであります。         

千円

売上原価 12,546

 

 ３         ――― ※３ 過年度損益修正益の内訳は次のとおりでありま

す。

千円

消費税等の更正による
過年度広告宣伝費の修正

35,620

その他 3,179

計 38,799

※４ 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。

千円

建物 8,771

構築物 405

工具、器具及び備品 2,745

  計 11,922

※４ 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。

千円

建物 1,321

構築物 271

 計 1,592

 

※５ 減損損失

   当連結会計年度において、当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計上いたしました。

用途 場所 種類

賃貸用不動産 岡山新保
建物 
土地

   急激な不動産価格の低下により、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

計上いたしました。  

 その内訳は、建物7,382千円、土地66,538千円で

あります。  

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売

却価格により測定しており、建物及び土地について

は、直近の路線価をもとに評価しております。

 

※５ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計上いたしました。

用途 場所 種類

賃貸用不動産 大津瀬田 土地

   急激な不動産価格の低下により、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

計上いたしました。  

 その内訳は、土地73,754千円であります。  

 当社グループの減損会計適用にあたっての資産の

グルーピングは、継続的に損益の把握を実施してい

る管理会計上の単位である店舗別に行っています。

そのほかに、物件を最小の単位として賃貸物件グル

ープと遊休資産グループにグルーピングしていま

す。また本社等については、独立したキャッシュ・

フローを生み出さないことから共用資産としていま

す。 

 当資産グループの回収可能価額は、使用価値によ

り算定しております。使用価値は将来キャッシュ・

フローを4.1％で割引いて算定しております。
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前連結会計年度(自  平成20年12月１日  至  平成21年11月30日) 

１  発行済株式に関する事項 

 
  

２  自己株式に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加２千円は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

３  新株予約権等に関する事項 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 23,181 ― ― 23,181

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 190 2 ― 192

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

― ― ― ― ― 3,192

合計 ― ― ― ― 3,192
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当連結会計年度(自  平成21年12月１日  至  平成22年11月30日) 

１  発行済株式に関する事項 

   
(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

株式の発行による増加  5,781千株 

  

２  自己株式に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加１千円は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

３  新株予約権等に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 23,181 5,781 ― 28,962

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 192 1 ― 193

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

普通株式 ― ― ― ― 2,464

合計 ― ― ― ― 2,464
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

   (平成21年11月30日現在)

千円

現金及び預金勘定 816,154

預入期間が3ヶ月を越える定期預金 ―

担保に供している定期預金 △20,077

現金及び現金同等物 796,076
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

   (平成22年11月30日現在)

千円

現金及び預金勘定 1,677,929

預入期間が3ヶ月を越える定期預金 △16,788

担保に供している定期預金 △30,089

現金及び現金同等物 1,631,051

※２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳

 カーネル・キャピタル株式会社

 （平成21年８月31日現在）

 千円

 流動資産 73,686

 固定資産 16,049

 流動負債 △3,950

 固定負債 △414,856

 少数株主持分 92,511

 関係会社株式売却益 237,459

  子会社株式の売却価額 900

 子会社の現金及び現金同等物 △4,432

  差引：子会社売却による収入 △3,532

―――
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(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場および事業形態を考慮して決定しております。

２ 各区分に属する主な事業の内容 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(199,765千円）の主なものは、当社の管理

部門にかかる費用であります。 

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日)

登山用品 
販売事業 
(千円)

不動産事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 8,172,011 802,160 ― 8,974,171 ― 8,974,171

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高

― 27,281 121,428 148,709 (148,709) ―

計 8,172,011 829,411 121,428 9,122,881 (148,709) 8,974,171

  営業費用 7,625,222 828,101 17,109 8,470,433 199,765 8,670,198

  営業利益(又は営業損失) 546,789 1,340 104,318 652,447 (348,474) 303,973

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

  資産 2,999,434 2,038,866 64,224 5,102,525 237,020 5,339,546

  減価償却費 169,372 1,145 1,130 171,649 5,247 176,896

  減損損失 ― 75,421 ― 75,241 ― 75,421

  資本的支出 231,518 343,236 ― 574,754 ― 574,754

事業区分 事業内容

登山用品販売事業 店舗ならびにＷｅｂにおける登山用品およびアウトドア用品販売

不動産事業 不動産の賃貸、仲介、売買ならびに管理等

その他事業 経営コンサルティング等
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(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場および事業形態を考慮して決定しております。

２ 各区分に属する主な事業の内容 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(107,664千円）の主なものは、当社の管理

部門にかかる費用であります。 

  

前連結会計年度（自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいずれ

も90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

前連結会計年度（自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日)及び当連結会計年度（自 平成21

年12月１日 至 平成22年11月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日)

登山用品 
販売事業 
(千円)

不動産事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 9,878,679 67,399 3,428 9,949,506 ― 9,949,506

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高

8,225 4,800 153,700 166,726 (166,726) ―

計 9,886,904 72,199 157,128 10,116,233 (166,726) 9,949,506

  営業費用 9,393,236 32,743 31,933 9,457,913 107,664 9,565,578

  営業利益 493,668 39,455 125,195 658,319 (274,390) 383,928

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

  資産 4,625,320 1,319,389 ― 5,944,709 913,378 6,858,087

  減価償却費 204,450 9,764 ― 214,214 3,962 218,177

  減損損失 ― 73,754 ― 73,754 ― 73,754

  資本的支出 458,654 1,874 ― 460,528 ― 460,528

事業区分 事業内容

登山用品販売事業 店舗ならびにＷｅｂにおける登山用品およびアウトドア用品販売

不動産事業 不動産の賃貸、仲介、売買ならびに管理等

その他事業 経営コンサルティング等

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具・器具 
及び備品

57,048 44,649 12,398

合計 57,048 44,649 12,398
 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具・器具
及び備品

9,888 8,899 988

合計 9,888 8,899 988

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

千円

１年内 11,409

１年超 988

 計 12,398
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

千円

１年内 988

１年超 ―

計 988

 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

千円

支払リース料 11,409

減価償却費相当額 11,409
 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

千円

支払リース料 1,977

減価償却費相当額 1,977

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。なお、リース資産に配分され

た減損損失はありません。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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(注) ストック・オプションの数は株式数に換算して記載しております。 

  

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日)

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

平成18年２月24日定時株主総会決議
ストック・オプション

平成19年２月23日定時株主総会決議
ストック・オプション

付与対象者の区分 

及び人数

当社取締役 ８名

当社監査役 ４名

当社使用人及び顧問 106名

当社子会社役員及び従業員 22名

当社取締役 ５名

当社監査役 ３名

当社従業員及び顧問 14名

当社子会社役員、従業員及び顧問 32名

ストック・オプション数 普通株式 786,000株 普通株式 1,200,000株

付与日 平成18年４月24日 平成19年３月16日

権利確定条件

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利

行使において、当社、当社子会社もしく

は当社と協力関係にある取引先の取締

役、監査役および従業員のいずれかの地

位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任、定年による退職、会社都

合による退職その他これに準ずる正当な

事由のある場合にはこの限りではない。

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利

行使時において、当社または当社子会社

の取締役、監査役、従業員および顧問の

いずれかの地位にあることを要する。た

だし、任期満了による退任、定年による

退職、会社都合による退職その他これに

準ずる正当な理由により当社取締役会が

承認した場合にはこの限りではない。

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡し

た場合、相続人は行使することができな

い。

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡し

た場合は、その死亡時において本人が行

使しうる新株予約権の数を上限として、

その死亡から６か月以内(ただし、新株

予約権の行使期間の末日までとする。)

の相続人の行使を認めるものとする。

③ 新株予約権の割当を受けた者は、割当

られた新株予約権の全部または一部につ

き行使することができる。ただし、一部

を行使する場合には、割当られた新株予

約権の整数倍の単位で行使するものとす

る。

③ 新株予約権の割当を受けた者は、割り

当てられた新株予約権個数の全部または

一部につき行使することができる。ただ

し、一部を行使する場合には、割り当て

られた新株予約権の整数倍の単位で行使

するものとする。

④ その他の条件については、当社と新株

予約権の割当を受ける者との間で締結し

て新株予約権割当契約に定めるところに

よる。

④ その他の条件については、当社と新株

予約権の割当を受ける者との間で締結し

て新株予約権割当契約に定めるところに

よる。

対象勤務期間

 権利確定条件において、権利行使時にお

ける条件があるため、対象勤務期間につい

ては規定しておりません。

同左

権利行使期間
平成20年３月１日から 

平成28年２月23日まで

平成19年４月１日から 

平成23年３月31日まで
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当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。 

  

 
  

  

 
  

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法

を採用しております。 

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

平成18年２月24日
定時株主総会決議 

ストック・オプション

平成19年２月23日 
定時株主総会決議 

ストック・オプション

権利確定前        (株)

 前連結会計年度末 ― ―

 付与 ― ―

 失効 ― ―

 権利確定 ― ―

 未確定残 ― ―

権利確定後        (株)

 前連結会計年度末 598,000 950,000

 権利確定 ― ―

 権利行使 ― ―

 失効 193,000 722,000

 未行使残 405,000 228,000

② 単価情報

平成18年２月24日
定時株主総会決議 

ストック・オプション

平成19年２月23日 
定時株主総会決議 

ストック・オプション

権利行使価格        (円) 235 342

行使時平均株価       (円) ― ―

公正な評価単価(付与日)   (円) ― 14

２ ストック・オプションの権利確定数の見積方法

３ 連結財務諸表への影響額

新株予約権戻入益 10,108千円

- 34 -



  

  

 
(注) ストック・オプションの数は株式数に換算して記載しております。 

  

当連結会計年度(自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日)

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

平成18年２月24日定時株主総会決議
ストック・オプション

平成19年２月23日定時株主総会決議
ストック・オプション

付与対象者の区分 

及び人数

当社取締役 ８名

当社監査役 ４名

当社使用人及び顧問 106名

当社子会社役員及び従業員 22名

当社取締役 ５名

当社監査役 ３名

当社従業員及び顧問 14名

当社子会社役員、従業員及び顧問 32名

ストック・オプション数 普通株式 786,000株 普通株式 1,200,000株

付与日 平成18年４月24日 平成19年３月16日

権利確定条件

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利

行使において、当社、当社子会社もしく

は当社と協力関係にある取引先の取締

役、監査役および従業員のいずれかの地

位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任、定年による退職、会社都

合による退職その他これに準ずる正当な

事由のある場合にはこの限りではない。

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利

行使時において、当社または当社子会社

の取締役、監査役、従業員および顧問の

いずれかの地位にあることを要する。た

だし、任期満了による退任、定年による

退職、会社都合による退職その他これに

準ずる正当な理由により当社取締役会が

承認した場合にはこの限りではない。

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡し

た場合、相続人は行使することができな

い。

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡し

た場合は、その死亡時において本人が行

使しうる新株予約権の数を上限として、

その死亡から６か月以内(ただし、新株

予約権の行使期間の末日までとする。)

の相続人の行使を認めるものとする。

③ 新株予約権の割当を受けた者は、割当

られた新株予約権の全部または一部につ

き行使することができる。ただし、一部

を行使する場合には、割当られた新株予

約権の整数倍の単位で行使するものとす

る。

③ 新株予約権の割当を受けた者は、割り

当てられた新株予約権個数の全部または

一部につき行使することができる。ただ

し、一部を行使する場合には、割り当て

られた新株予約権の整数倍の単位で行使

するものとする。

④ その他の条件については、当社と新株

予約権の割当を受ける者との間で締結し

て新株予約権割当契約に定めるところに

よる。

④ その他の条件については、当社と新株

予約権の割当を受ける者との間で締結し

て新株予約権割当契約に定めるところに

よる。

対象勤務期間

 権利確定条件において、権利行使時にお

ける条件があるため、対象勤務期間につい

ては規定しておりません。

同左

権利行使期間
平成20年３月１日から 

平成28年２月23日まで

平成19年４月１日から 

平成23年３月31日まで
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当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。 

  

 
  

  

 
  

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法

を採用しております。 

  

 
  

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

平成18年２月24日
定時株主総会決議 

ストック・オプション

平成19年２月23日 
定時株主総会決議 

ストック・オプション

権利確定前        (株)

 前連結会計年度末 ― ―

 付与 ― ―

 失効 ― ―

 権利確定 ― ―

 未確定残 ― ―

権利確定後        (株)

 前連結会計年度末 405,000 228,000

 権利確定 ― ―

 権利行使 ― ―

 失効 9,000 52,000

 未行使残 396,000 176,000

② 単価情報

平成18年２月24日
定時株主総会決議 

ストック・オプション

平成19年２月23日 
定時株主総会決議 

ストック・オプション

権利行使価格        (円) 235 342

行使時平均株価       (円) ― ―

公正な評価単価(付与日)   (円) ― 14

２ ストック・オプションの権利確定数の見積方法

３ 連結財務諸表への影響額

新株予約権戻入益 728千円
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当連結会計年度(自  平成21年12月１日  至  平成22年11月30日) 

(追加情報) 

当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第20号  平成20年

11月28日)及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第23号

 平成20年11月28日)を適用しております。 

当社では、静岡県その他の地域において、賃貸用の店舗(土地を含む。)を有しております。平成22年３

月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は67百万円(賃貸収益は売上に、主な賃貸費用は売上原

価に計上)、減損損失は73百万円(特別損失に計上)であります。 

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における

時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。 

(単位：千円) 

 
(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２  主な変動 

減少は、減損損失 73百万円 

３  時価の算定方法 

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて調整を行ったものを含

む。)であります。 

  

(賃貸等不動産関係)

連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,277,652 △83,963 1,193,688 1,013,414
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(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

 
１株当たり純資産額 73.71円

 
１株当たり純資産額 82.41円

 
１株当たり当期純利益 △40.26円

 
１株当たり当期純利益 2.64円

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ― 円

 
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、１株当たり当期純損失であるため記載しており
ません。

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ― 円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益又は損失（△）(千円) △925,502 67,041

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益又は損失（△）
(千円)

△925,502 67,041

期中平均株式数(株) 22,989,629 25,396,548

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 
  
  
  
  
  
 

平成18年４月24日付で付与
された旧商法第280条ノ20
および第280条ノ21の規定
に基づく新株予約権 405個
および平成19年３月16日付
で付与された会社法第236
条、238条および239条の規
定に基づく新株予約権 228
個

平成18年４月24日付で付与
された旧商法第280条ノ20
および第280条ノ21の規定
に基づく新株予約権396個
および平成19年３月16日付
で付与された会社法第236
条、238条および239条の規
定に基づく新株予約権176
個  
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該当事項はありません。 

  

関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、デリバティブ取引に関する注記については、決算短

信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。また、有価証券、

退職給付、企業結合等につきましては、該当事項がないため記載をしておりません。 

(重要な後発事象)

(開示の省略)
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 41,266 330,818

前払費用 3,387 3,537

繰延税金資産 － 18,034

短期貸付金 ※３ 108,115 －

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 － ※３ 66,000

未収入金 32,195 ※３ 147,099

その他 74,394 1,761

貸倒引当金 △112,692 －

流動資産合計 146,667 567,252

固定資産

有形固定資産

建物 ※２ 534,912 ※２ 516,755

減価償却累計額 ※１ △435,389 ※１ △426,930

建物（純額） 99,522 89,824

構築物 90,038 82,953

減価償却累計額 ※１ △78,725 ※１ △73,915

構築物（純額） 11,312 9,037

工具、器具及び備品 15,268 15,268

減価償却累計額 ※１ △10,940 ※１ △12,437

工具、器具及び備品（純額） 4,328 2,830

土地 ※２ 1,285,595 ※２ 1,211,841

その他 216 165

有形固定資産合計 1,400,975 1,313,700

無形固定資産

電話加入権 2,504 2,504

ソフトウエア 1,380 920

無形固定資産合計 3,884 3,424

投資その他の資産

関係会社株式 522,045 522,045

出資金 － 0

長期貸付金 414,856 ※３ 537,856

敷金及び保証金 ※２ 205,854 －

長期未収入金 666,124 662,379

その他 － 5,854

貸倒引当金 △1,081,928 △1,077,235

投資その他の資産合計 726,952 650,900

固定資産合計 2,131,811 1,968,024

資産合計 2,278,478 2,535,277
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 － ※２ 25,000

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 550,730 ※２ 279,140

未払金 ※３ 20,375 7,970

未払費用 3,487 2,295

未払法人税等 3,773 5,189

前受金 － 6,048

預り金 19,888 4,585

偶発損失引当金 3,400 －

訴訟損失引当金 200,000 －

その他 9,742 2,510

流動負債合計 811,396 332,739

固定負債

長期借入金 ※２ 298,290 ※２ 419,750

長期預り保証金 46,277 47,810

固定負債合計 344,567 467,560

負債合計 1,155,963 800,300

純資産の部

株主資本

資本金 1,821,160 2,092,867

資本剰余金

資本準備金 906,000 1,177,707

資本剰余金合計 906,000 1,177,707

利益剰余金

利益準備金 9,581 9,581

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,578,407 △1,508,544

利益剰余金合計 △1,568,826 △1,498,963

自己株式 △39,010 △39,098

株主資本合計 1,119,323 1,732,512

新株予約権 3,192 2,464

純資産合計 1,122,515 1,734,976

負債純資産合計 2,278,478 2,535,277
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

売上高 ※１ 270,677 ※１ 229,328

売上原価 113,579 42,452

売上総利益 157,097 186,875

販売費及び一般管理費 ※２ 241,997 ※２ 207,749

営業損失（△） △84,900 △20,873

営業外収益

受取利息 ※１ 37,262 ※１ 8,965

受取配当金 － 2,662

雑収入 2,340 518

その他 22 －

営業外収益合計 39,625 12,147

営業外費用

支払利息 23,013 19,556

株式交付費 － 8,181

雑損失 837 715

その他 3,864 4,504

営業外費用合計 27,715 32,959

経常損失（△） △72,990 △41,685

特別利益

過年度損益修正益 － ※３ 18,496

貸倒引当金戻入額 50,575 －

訴訟損失引当金戻入額 － 17,001

新株予約権戻入益 10,108 －

償却債権取立益 － 7,100

その他 4,326 4,026

特別利益合計 65,009 46,624

特別損失

減損損失 ※５ 73,921 ※５ 73,754

固定資産廃棄損 ※４ 8,560 －

関係会社株式評価損 29,017 －

貸倒引当金繰入額 956,437 －

貸倒損失 583 －

訴訟関連費用 213,256 －

その他 67,198 ※４ 1,834

特別損失合計 1,348,974 75,588

税引前当期純損失（△） △1,356,955 △70,649

法人税、住民税及び事業税 △133,176 △122,477

法人税等調整額 － △18,034

法人税等合計 △133,176 △140,512

当期純利益又は当期純損失（△） △1,223,778 69,862

- 42 -



(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,821,160 1,821,160

当期変動額

新株の発行 － 271,707

当期変動額合計 － 271,707

当期末残高 1,821,160 2,092,867

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 906,000 906,000

当期変動額

新株の発行 － 271,707

当期変動額合計 － 271,707

当期末残高 906,000 1,177,707

資本剰余金合計

前期末残高 906,000 906,000

当期変動額

新株の発行 － 271,707

当期変動額合計 － 271,707

当期末残高 906,000 1,177,707

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 9,581 9,581

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,581 9,581

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △354,629 △1,578,407

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △1,223,778 69,862

当期変動額合計 △1,223,778 69,862

当期末残高 △1,578,407 △1,508,544

利益剰余金合計

前期末残高 △345,048 △1,568,826

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △1,223,778 69,862

当期変動額合計 △1,223,778 69,862

当期末残高 △1,568,826 △1,498,963

自己株式

前期末残高 △38,802 △39,010

当期変動額

自己株式の取得 △208 △87

当期変動額合計 △208 △87

当期末残高 △39,010 △39,098
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

株主資本合計

前期末残高 2,343,310 1,119,323

当期変動額

新株の発行 － 543,414

当期純利益又は当期純損失（△） △1,223,778 69,862

自己株式の取得 △208 △87

当期変動額合計 △1,223,987 613,189

当期末残高 1,119,323 1,732,512

新株予約権

前期末残高 13,300 3,192

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,108 △728

当期変動額合計 △10,108 △728

当期末残高 3,192 2,464

純資産合計

前期末残高 2,356,610 1,122,515

当期変動額

新株の発行 － 543,414

当期純利益又は当期純損失（△） △1,223,778 69,862

自己株式の取得 △208 △87

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,108 △728

当期変動額合計 △1,234,095 612,461

当期末残高 1,122,515 1,734,976

- 44 -



該当事項はありません。 

(4)【継続企業の前提に関する注記】
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(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

 移動平均法による原価法

子会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、主として移動

平均法により算定)

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 

 時価のないもの

同左

２ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 ８年～47年

構築物 10年～30年

工具、器具及び備品 ３年～15年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しております。

  なお、自社開発のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 偶発損失引当金 

  事業構造改善に伴い、今後発生が

見込まれる店舗閉鎖損などについて

合理的な見積り額を計上しておりま

す。

(2) 偶発損失引当金

― 

 

(3) 賞与引当金

  従業員の賞与支給に備えるため、

賞与支給見込額のうち当事業年度に

負担すべき額を計上しております。

(3) 賞与引当金

―

  

(4）訴訟損失引当金 

 今後訴訟の経過により発生する可

能性が高い補償コストなどについて

合理的な見積り額を計上しておりま

す。

(4）訴訟損失引当金

―
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項目
前事業年度

(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

４ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップ取引については、特

例処理の要件を満たしているため、

特例処理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段……金利スワップ

  ヘッジ対象……借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

  社内ルールに基づき、金利変動リ

スクをヘッジしております。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップ取引については、特

例処理を採用しているため、有効性

の評価を省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

５ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理方法

  消費税および地方消費税の会計処

理は税抜方式によっており、控除対

象外消費税および地方消費税は、事

業年度に費用として処理しておりま

す。

(1) 消費税等の会計処理方法

同左

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。 

 

(2) 連結納税制度の適用

同左
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(6)【重要な会計方針の変更】

（会計方針の変更）

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

――― （企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21

号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会

計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20

年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企

業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に

関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12

月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号 平成20年12月26日）が平成21年４月１日以降開始

する連結会計年度において最初に実施される企業結合

及び事業分離等から適用することができることになっ

たことに伴い、当事業年度からこれらの会計基準等を

適用しております。

（表示方法の変更）

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

（貸借対照表）

前事業年度において独立掲記しておりました「１年

内返還予定の敷金保証金」は、金額が僅少となったた

め、当事業年度から流動資産の「その他」に含めて表

示しております。

（貸借対照表）

 前事業年度において独立掲記しておりました投資そ

の他の資産の「敷金及び保証金」（当事業年度5,854千

円）は、金額が僅少となったため、当事業年度から投

資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。

 前事業年度において流動負債の「その他」に含めて

表示しておりました「前受金」（前事業年度6,971千

円）は、当事業年度においては区分掲記することとし

ました。

（損益計算書）

前事業年度において特別利益「その他」に含めて表

示しておりました「新株予約権戻入益」（前事業年度

1,778千円）は、特別利益の１/100を超えたため、当事

業年度においては区分掲記することとしました。

前事業年度において独立掲記しておりました「偶発

損失引当金戻入益」（当事業年度3,426千円）は、金額

が僅少となったため、当事業年度においては特別利益

の「その他」に含めて表示しております。

（損益計算書）

前事業年度において営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「受取配当金」（前事業年度22

千円）は、営業外収益の10/100を超えたため、当事業

年度においては区分掲記することとしました。

前事業年度において独立掲記しておりました特別利

益の「貸倒引当金戻入額」（当事業年度948千円）およ

び「新株予約権戻入益」（当事業年度728千円）は、金

額が僅少となったため、当事業年度においては特別利

益の「その他」に含めて表示しております。

 前事業年度において独立掲記しておりました特別損

失の「固定資産廃棄損」（当事業年度735千円）および

「訴訟関連費用」（当事業年度1,098千円）は、金額が

僅少となったため、当事業年度においては特別損失の

「その他」に含めて表示しております。 
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（追加情報）

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

(訴訟の経過について)  ―――

1. 平成20年１月11日付で、東京地方裁判所に対し、

株式会社Sea Capital（代表者：代表取締役谷口雅之

住所：東京都港区新橋４丁目５番１号）を被告とし

て、債務不存在の訴訟を提起し、同日、平成20年

（ワ）第506号事件として受付されました。これに対し

て、被告である株式会社Sea Capitalから、平成20年２

月15日付で反訴が提起され、第１回口頭弁論が平成20

年３月21日に東京地方裁判所第610号法廷で行われまし

た。

(1) 訴訟を提起した経緯 

当社元社員（元執行役員経理部長）が、東京都千代田

区所在の土地を対象とした売買契約書（平成19年７月

11日付）を偽造し売買契約を無権限で行いました。当

社は買主である株式会社Sea Capitalに対して当該売買

契約は当然に無効である旨を通知いたしました。しか

しながら、株式会社Sea Capitalは一方的に違約金の支

払いを請求し、当社銀行預金の一部に仮差押をいたし

ましたので、当社は上記訴訟を提起いたしました。

(2) 訴訟の趣旨 

 原被告間の平成19年７月11日土地売買契約の解除に

基づく金20億704万円の違約金支払債務を負担していな

いことを確認する。

(3) 反訴の趣旨 

 反訴原告（株式会社Sea Capital）に対し、20億704

万円およびこれに対する平成19年11月22日から支払済

みまで年６分の割合による金員を支払え。 

(4) 被告の会社更生手続き開始 

 被告である株式会社Sea Capitalは、平成21年6月9日

付けで、東京地方裁判所にDIP型の会社更生法を申請

し、平成21年6月30日付で平成21年(ミ)第28号会社更生

事件として受付されました。

(5) 今後の見通し

 被告の会社更生手続き開始により中断していた訴訟

手続きは、平成21年10月16日に再開しております。顧

問弁護士等の意見のもとに、当社には違約金支払債務

は存在しないと確信しておりますが、本件訴訟を提起

してから長期間が経過していることや訴訟費用負担の

増加等を総合的に勘案した対応を行います。

(6) 当該訴訟に関連して当連結会計年度に発生した費

用は13,256千円となり、特別損失の訴訟関連損失に含

めております。また、訴訟損失引当金として200百万円

を計上しております。
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年11月30日)

当事業年度 
(平成22年11月30日)

※１ 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めてお

ります。

※１          同左

 

※２ 担保提供資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

千円

建物 83,482

土地 1,286,071

保証金 200,000

  計 1,569,553

   担保付債務は次のとおりであります。

千円

長期借入金 
(一年以内返済予定 
長期借入金を含む)

824,620

  計 824,620

 

※２ 担保提供資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

千円

建物 76,929

土地 1,211,839

 計 1,288,769

   担保付債務は次のとおりであります。

千円

短期借入金 25,000

長期借入金
(一年以内返済予定 
長期借入金を含む)

698,890

 計 723,890

 

※３ 関係会社項目

   関係会社に対する主な資産および負債には、区分

掲記されたもののほか、次のものがあります。

千円

未払金 11,094

短期貸付金 108,115

※３ 関係会社項目

   関係会社に対する主な資産および負債には、区分

掲記されたもののほか、次のものがあります。

千円

未収入金 122,483

長期貸付金
（一年以内回収予定の 
長期貸付金を含む）

189,000

 

 

 ４ 偶発債務

   次の関係会社等について、金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。

保証先 金額(千円) 内容

株式会社好日山荘 462,588 借入債務

   次の関係会社について、割賦契約に対し債務保証

を行っております。

保証先 金額(千円) 内容

株式会社好日山荘 4,725 割賦契約債務

 

 ４ 偶発債務 

   次の関係会社等について、金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。

保証先 金額(千円) 内容

株式会社好日山荘 791,476 借入債務
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

千円

売上高 148,709

受取利息 37,052

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

千円

売上高 166,726

受取利息 615

※２ 主要な費目および金額は次のとおりであります。

千円

役員報酬 26,771

給与 48,138

支払報酬 48,665

地代家賃 34,819

※２ 主要な費目および金額は次のとおりであります。

千円

役員報酬 33,428

給与 39,832

支払報酬 37,971

支払手数料 22,680

 ３         ――― ※３ 過年度損益修正益の内訳は次のとおりでありま

す。      

千円

消費税等の更正による 
過年度広告宣伝費の修正

15,316

その他 3,179

 計 18,496

※４ 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。

千円

建物 6,685

構築物 405

 工具、器具及び備品 1,468

  計 8,560

 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。

千円

建物 735

 計 735

 

※５ 減損損失の内訳は次のとおりであります。

   当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。

用途 場所 種類

賃貸用不動産 岡山新保
建物 
土地

    急激な不動産価格の低下により、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て計上いたしました。  

 その内訳は、建物7,382千円、土地66,538千円で

あります。  

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売

却価格により測定しており、建物及び土地について

は、直近の路線価をもとに評価しております。

 

※５ 減損損失の内訳は次のとおりであります。

   当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。

用途 場所 種類

賃貸用不動産 大津瀬田
建物
土地

   急激な不動産価格の低下により、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

計上いたしました。  

 その内訳は、土地73,754千円であります。  

 当社の減損会計適用については、物件を最小の単

位として賃貸物件グループと遊休資産グループにグ

ルーピングしています。また本社等については、独

立したキャッシュ・フローを生み出さないことから

共用資産としています。  

 当資産グループの回収可能価額は、使用価値によ

り算定しております。使用価値は将来キャッシュ・

フローを4.1％で割引いて算定しております。
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(注) 自己株式の増加数２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

 
(注) 自己株式の増加数１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日)

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数 
(千株)

当事業年度増加株式数
(千株)

当事業年度減少株式数 
(千株)

当事業年度末株式数
(千株)

普通株式 190 2 ― 192

合計 190 2 ― 192

当事業年度(自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日)

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数 
(千株)

当事業年度増加株式数
(千株)

当事業年度減少株式数 
(千株)

当事業年度末株式数
(千株)

普通株式 192 1 ― 193

合計 192 1 ― 193

- 52 -



  

 
(注) １株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

 
  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

 
１株当たり純資産額 48.69円

 
１株当たり純資産額 60.22円

 
１株当たり当期純利益 △53.23円

 
１株当たり当期純利益 2.75円

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ― 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、１株当たり当期純損失であるため記載しており
ません。

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ― 円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(千円) △1,223,778 69,862

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) △1,223,778 69,862

期中平均株式数(株) 22,989,629 25,396,548

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 
  
  
  
  
  
 

平成18年４月24日付で付与
された旧商法第280条ノ20
および第280条ノ21の規定
に基づく新株予約権 405個
および平成19年３月16日付
で付与された会社法第236
条、238条および239条の規
定に基づく新株予約権 228
個  
 

平成18年４月24日付で付与
された旧商法第280条ノ20
および第280条ノ21の規定
に基づく新株予約権396個
および平成19年３月16日付
で付与された会社法第236
条、238条および239条の規
定に基づく新株予約権176
個  
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該当事項はありません。 

(重要な後発事象)
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6. その他

(1) 役員の異動

  役員の異動につきましては、開示内容が定まり次第、別途開示いたします。
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